
所有者不明土地問題

現状・利用・取得の円滑化
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所有者不明土地とは？

• 所有者不明土地 定義：相当な努力が払われたものと認められるものと
して政令で定められた方法により探索を行ってもなおその所有者の前部
又は一部を覚知することができない一筆の土地（所有者不明土地特措
法第２条） 。一般的には、登記簿などの公簿情報を参照しても所有者
が直ちに判明しない、又は判明しても所有者に連絡がつかない土地とさ
れている

• 特定所有者不明土地 定義：所有者不明土地のうち、現に建築物（物置
その他の政令で定める簡易な構造の建築物で政令で定める規模未満
のもの（簡易建築物）を除く）が存せず、かつ、業務の用その他特別の用
途に供されていない土地
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所有者不明土地の増加の要因とその弊害等

• 要因：人口減少・高齢化の進展に伴う土地利用ニーズの低下や地方か
ら都市等への人口移動を背景とした土地の所有意識の希薄化等が指摘
されている

• 平成28年度地籍調査における所有者不明土地
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• 弊害：生活環境の悪化・インフラ整備・防災上の支障（公共事業の推進
の遅滞）

• 実例等

• 経済的損失
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所有者不明土地の抑制・解消

• 「土地基本法の一部を改正する法律」（令和２年３月２７日成立）による第
２１条第１項の規定により、「土地基本方針について」（閣議決定）が定め
られた。

• 同方針により、法制審議会民法・不動産登記法部会において、次のよ
うな方策等が検討されている。

• 相続登記の申請の義務化・相続人申告登記（仮称）の新設他の制度
• 土地所有権の放棄を可能とし国に帰属させる制度の創設
•
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所有者不明土地等の活用、取得等を円滑にする
法制度

• １ 所有者不明土地を円滑に取得・利用する仕組み【平成３１年６月１日施行】
• 反対する地権者がいない、特定所有者不明土地について

• ⅰ公共事業における収用手続の合理化・円滑化
• 国・都道府県が事業認定した事業について、収容委員会に代わり

• 都道府県が裁定（審理手続を省略、権利取得採決・明渡採決を一本化）

• ⅱ 地域福利増進事業の創設（利用権の設定）

• 都道府県知事が公益性等を確認、一定期間の広告、市町村長の意 見を聞いた上で、

• 都道府県知事が利用権を（上限１０年間）を設定
• 所有者が現れ明渡しを求めた場合は期間満了後に原状回復、異議がない場合は延長可能。
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• ２ 所有者の探索を合理化する仕組み【平成３０年１１月１５日施行】

• ⅰ土地等権利者関係情報の利用及び提供
• 土地の所有者の探索のための必要な公的情報（固定資産課税台帳、地

• 籍調査票）について行政機関が利用できる制度を創設
•
• ⅱ長期相続登記等未了土地に係る不動産登記法の特例
• 長期間、相続登記等未了土地である旨等を登記簿に記録すること 等ができ
る制度を創設

•
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• ３ 所有者不明土地を適切に管理する仕組み
• 所有者不明土地の適切な管理ために特に必要がある場合に、地方公
共団体の長等が家庭裁判所に対して財産管理人の選任等請求可能に
する制度の創設。

•
• 不在者財産管理人の権限
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地域福利増進事業‐利用権の設定

• 地域住民その他の者の共同の福祉又は利便の増進を地域住民その他の者の共同の
福祉又は利便の増進を図るために行われる事業で，①特別措置法２条３項１号から８
号までに掲げる道路法による道路，駐車場法（昭和３２年法律第１０６号）による路外駐
車場その他一般交通の用に供する施設の整備に関する事業等のほか，②土地収用法
３条各号に掲げるもののうち特別措置法施行令４条各号で規定する国，地方公共団体
又は土地改良区（土地改良区連合を含みます。）が設置する用水路，排水路又はかん
がい用のため池等の整備に関する事業（特措法２条３項９号），③①及び②に掲げる事
業のために欠くことができない通路，材料置場その他の施設の整備に関する事業（同
項１０号）をいう。

•
• 地域福利増進事業は，公的主体のみならず，民間事業者，ＮＰＯ，地域コミュニティ等
が幅広く事業主体となる。

•
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所有者不明土地等を取り巻く今後の課題等

• 各地の法務局においては、所有者不明土地特措法第40条により、長期
間相続登記がされていない土地所有者に対する通知が始まっている。

• 地方自治体としては、所有者不明土地の利用について、地域福利増進
事業をいかに実施していくか。
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